Development of a Multi-region CGE Model that Incorporates Monopolistic Competition and other Factors (Japanese) by HISATAKE Masato & YAMASAKI Kiyoshi
%1





















2006 年 6 月 
 
 









CGE モデルに取り込んだ新しいモデルを構築した。 今回のモデル構築により、 規模の経済






























地域間 IO（9 地域）を用いて、不完全競争市場、規模の経済性、投入係数可変等の性質を備えた CGE
モデルを構築した。さらに、その結果を、標準的なタイプのそれと比較した。なお、この課題は CGE
特有の問題ではなくモデル分析・予測・評価の作業全てに通じるものであるが、仮定により結果は
当然異なってくる。 そのため、 モデルの前提条件を明示しておく必要があり、 その点にも配慮した。 
 
２．構築するモデルについて 
















計測するために構築・改良が進められているモデルであり、Harrison and Rutherford 等とは対照
的に可能な限りモデルを簡素化し、モデルの仮定や設定値を減らしている。特徴は、産業連関分析





















うなレオンチェフ型でなく、CGEurope モデルと同様に CES 型を使用した。 
独占的企業の行動 
先行文献と同様に、 独占的競争市場を導入することとした。 具体的な導入方法としては、 Harrison 








メータ数と観察できるデータ数との関係を考慮し、Harrison and Rutherford、CGEurope の双方や
他のモデルでも採用されているこの構造を我々も用いる。なお、弾力性の与えについて基本的に
 
1  なお、国際貿易の CGE モデルとして普及している GTAP モデルでも不完全競争の導入が議論されてきた。全体の
レビューとしては Hertel(1996)で示されており、GTAP モデルの改良コード（プログラム）も示されている。また、
Francois(1998)では不完全競争モデルで使用するマークアップ率を GTAP database から計測する方法について記述
し、2 地域 3 セクターで実際にモデルを構築し、便益を計測している。マークアップ率は CDR を GTAP でキャリブ
レーション時に計測している（CDR=0.15 であり、この場合、代替の弾力性は 6.67、マークアップ率は約 1.18 であ
る）。ただし、GTAP モデルは大規模な国際貿易データに対応したモデルで、これらの文献でも指摘されているよう
に均衡解を得ることに不具合が出る可能性もあり、 これらの研究以降はあまり議論されていないように見受けられる。  









大規模な CGE モデルのコーディングには、GTAP モデルにおいて通常用いられる GEMPACK、最適化





２-３  モデルの全体構造 
モデルの全体構造は下図の通りである。 
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【１ ・ ・ ・ ・ i財】
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２-４  モデルの定式化 
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jr C は j 産業の費用関数、 jr Q を j 産業の生産量、 ijr Q を中間財i の産業 j への投入量、 jr FF をr 国









ijr α はシェアパラメータである。生産関数が 1 次同次であるため、生産
量（ jr Q ）と独立な費用関数（単位生産費用： ir C ）が求められる。 
() ( ) () ( ) ( ) ()
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1 1  (2) 
(2)式にシェパードの補題を適用し、単位需要関数（投入係数）を導出すると以下のようになる。
生産要素価格( jr w )及びアーミントン財価格(
A
ir p )の変化により単位需要（投入係数）が変化する構
造であり、施策による産業構造の変化を分析することも可能となる。   6
















































































































vir vir fc q q mc q p q p τ π 1  （ 5 ）  











virs q は地域s への輸出、 vir mc は限界費用である。 
本モデルでは、産出（販売）企業レベルで固定費用（ fc ）が導入されており、規模の経済が働く
と仮定している。生産構造（生産関数）については全ての企業が対称であると仮定しているため、


















































virs µ はそれぞれ国内供給、地域s への輸出供給についてのマークアップの程度を
示しており、企業が直面する需要の価格弾力性をεとすると、μ＝１／εである。ここで、i 産業
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S − = = = 1 　　　























      (11) 
AD
ir S は地域r における国内財i へのシェア、
AM
ir S は地域r における輸入財i への支出シェア、
M
irs S は









































































vir p は全てのv について等しい。よって両者






















  （14） 
























  （15）   8
これにより、バラエティ数（企業数）の変化が価格指数に与える影響をみることが可能となる。
上式でσ＞１であれば、 ir n の増加は
AD
ir p を低下させることになる （バラエティの増加は１単位の合
成国内財
D
ir A を得るために必要な費用を低下させる）。つまり、”Love of Variety”が成立してい
ることになる。
M
isr p も同様に導ける。 
価格指数と同様にバラエティの需要量を対称性から以下のように導出する。ここでもv を消去す
ることが可能となる。 
() ( ) D
ir
D

































































ここで、 ir A は財i の国内財と輸入財を統合したアーミントン財の数量、 ir AM は各地域からの輸
入が統合されたもの、 ir AD は国内のバラエティが統合されたもの、 isr M は地域s からのバラエティ
が統合されたもの、
D
vir q はr 国の企業vの国内供給、
X










































































































































































isr t は輸出関税であり、 pT は輸送サービスの価格（指数）、 isr τ は財i のs 国からr 国への輸出
１単位に必要な輸送サービス（輸送マージン率）である。 



















ir p p p
σ





















































































    （ 2 4 ）  










































































































































































産業 j の地域s から地域r への輸入1単位に必要な輸送サービス量 （輸送マージン率） を jsr τ とし、
地域s から地域r への財 j の輸入量が jsr M であるため、輸送サービス需要量は jsr τ × isr M となる。
総輸送サービスはT で表され、国際輸送部門の総収入は全ての財 j , r ,s について総和したものと
なる。 




























= 　　 　　　 min     (32) 
T
















ir a c pT τ 1      (33) 
これにより、産業 j の地域s から地域r への輸入財の価格は、輸出国（地域s ）での価格に輸出税
X
jsr τ 、輸送マージン jsr τ 、輸送サービス価格 pT を用いて以下のように記述できる。つまり、各地域









































α     （ 3 5 ）    11
r U はr 国の家計の効用水準、
D




































1    （ 3 6 ）  















































   （ 3 8 ）  











































































ir τ は輸出税率である。 
②政府支出 
（実質の） 政府支出は各財の固定比率の組み合わせから成ると仮定する。 よって、 r G を （実質の）
政府支出、
G

































ーク値 r G で常に一定と仮定する。(42)式より政府支出の価格指数は以下のように（政府支出税込み
の）アーミントン財価格を政府支出の投入係数で加重平均した値となる。 
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r H ss S =      (50) 
家計貯蓄は要素所得を平均貯蓄性向（
p









r S ）が内生的に決定される構造とする。 










r M p AM p S ε ε     (52) 
②投資 






















r i S S S
p
INV + + =
λ   ( 5 3 )  
ここで、 i λ は投資総額に占めるi 財の割合（0< i λ <1、∑ i λ ＝１）である。 
（７）市場均衡 
①アーミントン財の市場 
アーミントン財の供給は ir A で与えられ、需要は中間需要、家計最終消費、政府支出、投資、国際
輸送費の和である。中間需要については、まず各企業の中間需要は可変要素としての需要と固定要






ijr q q a で表され、後者
は jr
I
ijr fc a で表される。 さらに、 部門全体の需要はその各企業の需要に企業数 jr n を乗じた値となる。 


























+ + =∑∑ （54） 
②本源的生産要素の市場 
本源的生産要素は家計が所有しており、その賦存量は一定であると仮定している。要素賦存量を
















ir r fc q q b n FF F   （55） 
③生産物の市場 





irs ir ir Q M AD Q + + = ∑      (56) 
（８）経済厚生の測り方 
等価変分（EV）とは、政策変更前の価格体系の下で、政策変更を行った場合に得られる効用と同
程度の効用 1 U を得るのに必要な所得と、政策変更を行わなかった場合の効用( 0 U )最大化に必要な
所得水準を比較し、その差によって政策の厚生効果を金銭的に測るものである。すなわち、 
0 1 m m EV − =  
である。 
通常、CGE モデルでは、支出関数（価格 p の下で効用u を実現するための最小支出額）は次で与
えられる。 
u x u t s
px u p e
≥
=
) ( . .
min ) , (
 
さらに、 ) (x U  は一次同次を仮定しているので、 
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３－２  前提条件 
構築したモデルを国内地域間産業連関表（9 地域、3 産業分類）を用い、市場構造と産業構造の取
扱方法により以下の 4 つのモデル（表 3-1）を実行した。前者は完全競争と独占的競争の２つの場
合、後者は固定と可変の２つの場合である。 
 
表 3-1  モデルの類型 
市場構造  産業構造   
完全競争  独占的競争等 固定  可変 
Model-1  ○    ○   
Model-2  ○     ○ 
Model-3   ○   ○   
Model-4   ○    ○ 
 
また、 モデルで設定したパラメータは以下のとおりである。 GTAP で設定されているパラメータ （表
3-2）を用い、また、製品の差別化について農業よりも工業、工業よりもサービス業のほうが製品が
より差別化されていると考えられ、第 1 次、2 次、3 次産業におけるバラエティ間の代替の弾力性と
CDR をそれぞれ、20.0、10.0、3.3 と 7%、15%、50%と設定した
2（表 3-3）。 
 




の製造業は 19%となっている。また、卸売り・小売は 26%、金融・保険は 51%となっている。なお、両方の文献に
おいて、第一次産業関連はマイナスのマークアップ率を示している。   15
 
表 3-2  弾力性パラメータ 
 
 





ir 値  CDRir  値 
1 次産業 20.0 1 次産業 7%
2 次産業 10.0 2 次産業 15%
3 次産業 3.3 3 次産業 50%
 







的には完全競争かつ投入・産出構造固定（IO 変化無し）の場合の CGE と今回のモデルの結果を比較




全地域間の輸送費を 1%削減した場合の、地域別の総 EV を示したものが図 3-2 である。また、総
EV は各地域のもともとの経済規模によって大きく左右されるので、規模をコントロールし、効用増





Model-1 を 1.0 として各モデルによる各地域の効用増加率を比較すると、図 3-4 のとおり Model-2
では平均で 27％、Model-3 では平均で 10%、Model-4 では平均で 38%低下している。完全競争モデル
は独占的競争モデルと比べ、また IO 変化無しモデルは IO 変化ありモデルと比べ、それぞれ効用増
加率が相対的に高い。 
 
  値  説明 
σ
A
ir  2.0  アーミントン財統合の代替の弾力性
σ
M
ir  4.0  輸入財統合の代替の弾力性 
σ
w  0.5  生産関数の生産要素の代替の弾力性
σ
C  2.0  効用関数の代替の弾力性   16
図 3-2  全地域間の輸送費を 1％低下させた場合の地域別総 EV 
 
























北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄
百万円
【model-1(完全競争IO変化無し)】 【model-2(完全競争IO変化有り)】
【model-3(独占的競争IO変化無し)】 【model-4(独占的競争IO変化有り)】  17
図 3-4  全地域間の輸送費を 1％低下させた場合の、各モデルにおける地域別効用増加率の比較 











を低下させた場合の結果は表 3-5 に示されている。Model-1 及び Model-2 においては沖縄のみマイナス




されている。沖縄を除く 8 地域は、Model-1 と比べ Model-2 では平均 29％、Model-3 では平均で 9%、









北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄
【model-2(完全競争IO変化有り)】 【model-3(独占的競争IO変化無し)】 【model-4(独占的競争IO変化有り)】  18
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表 3-4  北海道と他地域間の輸送費を 1%削減させた場合の、 
各モデルにおける地域別効用成長率の比較 
model-1 model-2 model-3 model-4
北海道 -0.00646% -0.00465% -0.00909% -0.00584%
東北 0.00341% 0.00246% 0.00294% 0.00198%
関東 0.00321% 0.00229% 0.00316% 0.00222%
中部 0.00297% 0.00199% 0.00257% 0.00163%
近畿 0.00296% 0.00207% 0.00261% 0.00174%
中国 0.00475% 0.00328% 0.00390% 0.00234%
四国 0.00498% 0.00363% 0.00418% 0.00275%
九州 0.00432% 0.00321% 0.00374% 0.00257%
沖縄 0.00670% 0.00523% 0.00588% 0.00422%
全地域 0.00307% 0.00218% 0.00272% 0.00185%  
 
表 3-5  沖縄と他地域間の輸送費を 1%削減させた場合の、 
各モデルにおける地域別効用成長率の比較 
model-1 model-2 model-3 model-4
北海道 0.00019% 0.00013% -0.00013% -0.00011%
東北 0.00013% 0.00009% -0.00016% -0.00012%
関東 0.00028% 0.00021% 0.00013% 0.00012%
中部 0.00013% 0.00008% -0.00011% -0.00008%
近畿 0.00014% 0.00010% -0.00006% -0.00003%
中国 0.00015% 0.00008% -0.00022% -0.00016%
四国 0.00015% 0.00008% -0.00023% -0.00019%
九州 0.00030% 0.00023% 0.00005% 0.00006%
沖縄 -0.02405% -0.01765% -0.02974% -0.01989%
全地域 0.00009% 0.00007% -0.00014% -0.00008%  
   21














































締めくくりに当たり、 本稿の意義を確認するとともに、 今後の展開について触れることとしたい。 
新しい空間経済学の発展により、我々は、現実世界の変化について、より説得的な理論的説明を













の様々な取り組みが進展することを強く期待するものである。   23
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（Appendix 1）  モデルの記号一覧 
 
記号の添え字は、基本的に r,s は国、i,j は財、v は企業を表している。また、α、βはパラメー
タであり、σは代替の弾力性を示している。 
数量に関する記号 
Air：r 国の財 i の国内財と輸入財を統合したアーミントン財の数量 
AMir：r 国の財 i の各国からの輸入が統合された輸入財の数量 
ADir：ｒ国の財 i の国内のバラエティが統合された国内財の数量 
Misr：ｒ国の財 i の s 国からの輸出されるバラエティを統合した輸出財の数量 
q
D
vir：r 国の財 i の企業 v の国内供給の数量 
q
X
virs：ｒ国の財 i の企業 v のｓ国への輸出の数量 
Qir：r 国の財 i の生産量 
Qijr：r 国の中間財 i の財 j への投入量 
FFir：r 国の財 i の本源的生産要素の投入量 
Fr：r 国の生産要素賦存量（＝外生） 
fcvir：r 国の財 i の企業 v の固定的投入量 
C
D






























vir：企業 v の国内供給の価格 
p
X










Cir：r 国の i 財の費用関数 
cir：r 国の i 財の単位費用(=限界費用 mcir) 
wr：r 国の生産要素価格 
πvir：r 国の企業 v の利潤 
μ
D
vir：r 国の i 財の企業 v の国内市場でのマークアップの程度 
μ
X
virs：r 国の i 財の企業 v の s 国におけるマークアップの程度 
投入係数に関する記号 
aijr：r 国の財 j の生産物１単位の財 i の投入量 
bjr：r 国の財 j の生産物１単位の（本源的）生産要素の投入量 
a
G




ir：r 国の財 i 消費に係る消費税額 
T
Q






ijr：r 国の中間投入財 ij に係る中間投入税収額   25
T
G






irs：r 国から s 国への i 財の輸出に係る税収額 
τ
M
ir：財 i の s 国から r 国への輸入に対する輸入関税率 
τ
X
isr：財 i の s 国から r 国への輸出に対する輸出税率 
τ
Y
ir：r 国の財 i の生産税率 
τ
I
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定している。この Armington 統合の構造は、全ての段階において CES 関数で統合がおこなわれてい
るため、Shephard の補題を使えば補償需要を（26）－(30)式のように導出できる。ここで、(29)式





































































































































ir σ σ σ β β


























































































































− ≡ ε （64） 
以上より、マークアップの程度μ
D





























σ ε σ ε






















σ ε σ ε























− ≡ ε （67） 
つまり、 S
AD






































1 1 1 1 （68） 
 
輸出市場でのマークアップ 
次に、 地域 s における企業の地域ｒに対する供給のマークアップの程度μ
Ｘ
visrを明示的に求める。
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∂    （ 7 4 ）  
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1 1 （79） 
ただし、S
M


























S − = ≡ 1
~
（81） 





































































isrは p ~ X
isrから求められたものであるため、本モデルでは（82）式にさらに調整を


















− = ε （83） 

























































~ ε （84） 



















~ µ µ    ( 8 5 )  
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（Appendix 3）  先行研究の各モデルの相違点 





通常の CGE モデルでは産業連関表を用いることになる。 一般的には投入係数は固定的に扱われ、 施
策が大きなインパクトを及ぼすと想定される場合には批判が起こることもある。 これは企業の生産技
術の定式化にも大きく関係しており、 通常の CGE モデルでは本源的生産要素と中間投入の 2 段階の生
産技術が仮定され、生産技術は中間投入財間の代替無しのレオンチェフ型、本源的生産要素間は CES
型で設定されており、レオンチェフ型を仮定した場合には投入・産出構造は固定的となる。 







































CGE モデルでキャリブレーションの次ぎに批判の多いアーミントン構造である。通常の CGE モデル
では輸入財と国内財、輸入国間の代替を認め、２層構造になっている。つまり、輸入国間と国内の代
替は認めていない。これについても両モデルで大きく異なる。 
Rutherford らのモデルは、バラエティを導入しているため、通常の CGE モデルに追加して 3 層構
造としている。そのため代替の弾力性も３つ必要となる。 


























困難である。本稿のような不完全 998)では不完全競争モデルで使用するマークアップ率を GTAP 
database から計測する方法について記述し、 2 地域 3 セクターで実際にモデルを構築し、 便益を計測
している。 マークアップ率は CDR を GTAP でキャリブレーション時に計測している （CDR=0.15 であり、
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（Appendix4） 
全地域間の輸送費を1％低下させた場合の各地域のEV(図3-2）
【百万円】 model -1 model -2 model -3 model -4
1．北海道 3,817 2,899 3,198 2,237
2．東北 7,332 5,468 6,842 4,956
3．関東 39,775 27,787 38,086 25,690
4．中部 13,632 9,451 12,975 8,805
5．近畿 19,500 13,818 18,661 12,798
6．中国 7,912 5,623 6,829 4,472
7．四国 3,905 2,884 3,393 2,336
8．九州 10,134 7,593 9,037 6,358
9．沖縄 864 691 719 534
全地域【億円】 1,068.7 762.1 997.4 681.9
各地域とその他の地域間の輸送費1％低下させた場合の各地域のEV
model-1 北海道と他 東北と他 関東と他 中部と他 近畿と他 中国と他 四国と他 九州と他 沖縄と他
1．北海道 -525 773 2,396 1,288 1,643 803 374 866 16
2．東北 513 1,891 4,597 2,111 2,513 1,204 551 1,267 20
3．関東 3,706 6,435 28,891 9,243 11,386 7,311 3,579 8,712 320
4．中部 919 1,760 9,388 5,624 4,479 1,975 935 2,150 41
5．近畿 1,370 2,904 13,701 4,922 9,095 2,726 1,308 2,920 66
6．中国 637 1,381 4,830 2,391 3,422 1,084 593 1,473 20
7．四国 326 709 2,306 1,180 1,660 759 99 764 9
8．九州 872 1,936 5,913 3,228 4,518 1,944 900 903 60
9．沖縄 85 196 566 316 402 200 97 172 -307
全地域【億円】 79.0 179.9 725.9 303.0 391.2 180.1 84.4 192.3 2.4
model-2 北海道と他 東北と他 関東と他 中部と他 近畿と他 中国と他 四国と他 九州と他 沖縄と他
1．北海道 -378 587 1,812 977 1,248 607 283 654 11
2．東北 371 1,525 3,405 1,565 1,858 880 402 921 13
3．関東 2,640 4,481 20,264 6,314 7,825 5,132 2,523 6,177 241
4．中部 617 1,176 6,538 4,104 3,046 1,327 629 1,444 25
5．近畿 960 2,046 9,763 3,440 6,560 1,897 911 2,019 47
6．中国 441 965 3,379 1,674 2,442 914 410 1,014 11
7．四国 237 522 1,675 863 1,234 561 116 557 5
8．九州 647 1,450 4,366 2,407 3,415 1,456 669 735 46
9．沖縄 67 154 448 249 320 157 76 136 -225
全地域【億円】 56.0 129.1 516.5 215.9 279.5 129.3 60.2 136.6 1.7
model-3 北海道と他 東北と他 関東と他 中部と他 近畿と他 中国と他 四国と他 九州と他 沖縄と他
1．北海道 -739 733 1,891 1,218 1,503 722 328 752 -11
2．東北 444 2,152 4,078 2,081 2,329 1,079 474 1,076 -24
3．関東 3,652 6,213 29,172 8,529 9,878 6,960 3,414 8,242 150
4．中部 796 1,594 8,756 6,134 4,301 1,758 816 1,835 -34
5．近畿 1,210 2,753 12,810 4,822 9,531 2,511 1,203 2,524 -30
6．中国 523 1,218 3,873 2,189 3,211 993 484 1,205 -30
7．四国 273 639 1,836 1,087 1,575 689 60 643 -15
8．九州 754 1,822 4,764 3,083 4,399 1,792 797 661 10
9．沖縄 75 189 454 305 380 186 90 141 -379
全地域【億円】 69.9 173.1 676.4 294.5 371.1 166.9 76.7 170.8 -3.6
model-4 北海道と他 東北と他 関東と他 中部と他 近畿と他 中国と他 四国と他 九州と他 沖縄と他
1．北海道EV【百万 -475 512 1,297 847 1,048 502 227 527 -9
2．東北 299 1,890 2,926 1,450 1,598 729 316 724 -19
3．関東 2,563 4,103 20,108 5,449 6,302 4,706 2,331 5,708 135
4．中部 505 980 5,961 4,647 2,786 1,093 509 1,156 -24
5．近畿 806 1,821 8,792 3,183 6,923 1,651 796 1,647 -16
6．中国 315 735 2,367 1,354 2,125 1,056 291 729 -22
7．四国 180 423 1,177 716 1,105 468 197 422 -13
8．九州 519 1,266 3,174 2,131 3,159 1,255 547 659 11
9．沖縄 54 136 326 221 283 135 66 103 -254
合計EV【億円】 47.7 118.6 461.3 200.0 253.3 116.0 52.8 116.7 -2.1    33
全地域間の輸送費を1％低下させた場合の各地域の効用増加率（図3-3）
model -1 model -2 model -3 model -4
1．北海道 0.0470% 0.0357% 0.0394% 0.0275%
2．東北 0.0487% 0.0363% 0.0454% 0.0329%
3．関東 0.0345% 0.0241% 0.0330% 0.0223%
4．中部 0.0441% 0.0305% 0.0419% 0.0285%
5．近畿 0.0421% 0.0298% 0.0403% 0.0276%
6．中国 0.0590% 0.0419% 0.0509% 0.0333%
7．四国 0.0597% 0.0441% 0.0519% 0.0357%
8．九州 0.0502% 0.0376% 0.0448% 0.0315%
9．沖縄 0.0677% 0.0542% 0.0564% 0.0419%
全地域EV 0.0415% 0.0296% 0.0388% 0.0265%
各地域とその他の地域間の輸送費1％低下させた場合の効用増加率(図3-5）
model -1 北海道と他 東北と他 関東と他 中部と他 近畿と他 中国と他 四国と他 九州と他 沖縄と他
1．北海道 -0.0065% 0.0095% 0.0295% 0.0159% 0.0202% 0.0099% 0.0046% 0.0107% 0.0002%
2．東北 0.0034% 0.0125% 0.0305% 0.0140% 0.0167% 0.0080% 0.0037% 0.0084% 0.0001%
3．関東 0.0032% 0.0056% 0.0250% 0.0080% 0.0099% 0.0063% 0.0031% 0.0075% 0.0003%
4．中部 0.0030% 0.0057% 0.0303% 0.0182% 0.0145% 0.0064% 0.0030% 0.0069% 0.0001%
5．近畿 0.0030% 0.0063% 0.0296% 0.0106% 0.0196% 0.0059% 0.0028% 0.0063% 0.0001%
6．中国 0.0047% 0.0103% 0.0360% 0.0178% 0.0255% 0.0081% 0.0044% 0.0110% 0.0001%
7．四国 0.0050% 0.0108% 0.0353% 0.0180% 0.0254% 0.0116% 0.0015% 0.0117% 0.0001%
8．九州 0.0043% 0.0096% 0.0293% 0.0160% 0.0224% 0.0096% 0.0045% 0.0045% 0.0003%
9．沖縄 0.0067% 0.0154% 0.0444% 0.0248% 0.0315% 0.0157% 0.0076% 0.0135% -0.0240%
全地域 0.0031% 0.0070% 0.0282% 0.0118% 0.0152% 0.0070% 0.0033% 0.0075% 0.0001%
(図3-6）
model -2 北海道と他 東北と他 関東と他 中部と他 近畿と他 中国と他 四国と他 九州と他 沖縄と他
1．北海道 -0.0046% 0.0072% 0.0223% 0.0120% 0.0154% 0.0075% 0.0035% 0.0081% 0.0001%
2．東北 0.0025% 0.0101% 0.0226% 0.0104% 0.0123% 0.0058% 0.0027% 0.0061% 0.0001%
3．関東 0.0023% 0.0039% 0.0176% 0.0055% 0.0068% 0.0044% 0.0022% 0.0054% 0.0002%
4．中部 0.0020% 0.0038% 0.0211% 0.0133% 0.0098% 0.0043% 0.0020% 0.0047% 0.0001%
5．近畿 0.0021% 0.0044% 0.0211% 0.0074% 0.0142% 0.0041% 0.0020% 0.0044% 0.0001%
6．中国 0.0033% 0.0072% 0.0252% 0.0125% 0.0182% 0.0068% 0.0031% 0.0076% 0.0001%
7．四国 0.0036% 0.0080% 0.0256% 0.0132% 0.0189% 0.0086% 0.0018% 0.0085% 0.0001%
8．九州 0.0032% 0.0072% 0.0216% 0.0119% 0.0169% 0.0072% 0.0033% 0.0036% 0.0002%
9．沖縄 0.0052% 0.0121% 0.0352% 0.0195% 0.0251% 0.0123% 0.0060% 0.0107% -0.0177%
全地域 0.0022% 0.0050% 0.0201% 0.0084% 0.0109% 0.0050% 0.0023% 0.0053% 0.0001%
(図3-7）
model -3 北海道と他 東北と他 関東と他 中部と他 近畿と他 中国と他 四国と他 九州と他 沖縄と他
1．北海道 -0.0091% 0.0090% 0.0233% 0.0150% 0.0185% 0.0089% 0.0040% 0.0093% -0.0001%
2．東北 0.0029% 0.0143% 0.0271% 0.0138% 0.0155% 0.0072% 0.0031% 0.0071% -0.0002%
3．関東 0.0032% 0.0054% 0.0253% 0.0074% 0.0086% 0.0060% 0.0030% 0.0071% 0.0001%
4．中部 0.0026% 0.0052% 0.0283% 0.0198% 0.0139% 0.0057% 0.0026% 0.0059% -0.0001%
5．近畿 0.0026% 0.0059% 0.0277% 0.0104% 0.0206% 0.0054% 0.0026% 0.0054% -0.0001%
6．中国 0.0039% 0.0091% 0.0289% 0.0163% 0.0239% 0.0074% 0.0036% 0.0090% -0.0002%
7．四国 0.0042% 0.0098% 0.0281% 0.0166% 0.0241% 0.0105% 0.0009% 0.0098% -0.0002%
8．九州 0.0037% 0.0090% 0.0236% 0.0153% 0.0218% 0.0089% 0.0039% 0.0033% 0.0000%
9．沖縄 0.0059% 0.0148% 0.0356% 0.0239% 0.0298% 0.0146% 0.0070% 0.0110% -0.0297%
全地域 0.0027% 0.0067% 0.0263% 0.0114% 0.0144% 0.0065% 0.0030% 0.0066% -0.0001%
(図3-８）
model -4 北海道と他 東北と他 関東と他 中部と他 近畿と他 中国と他 四国と他 九州と他 沖縄と他
1．北海道 -0.0058% 0.0063% 0.0160% 0.0104% 0.0129% 0.0062% 0.0028% 0.0065% -0.0001%
2．東北 0.0020% 0.0125% 0.0194% 0.0096% 0.0106% 0.0048% 0.0021% 0.0048% -0.0001%
3．関東 0.0022% 0.0036% 0.0174% 0.0047% 0.0055% 0.0041% 0.0020% 0.0049% 0.0001%
4．中部 0.0016% 0.0032% 0.0193% 0.0150% 0.0090% 0.0035% 0.0016% 0.0037% -0.0001%
5．近畿 0.0017% 0.0039% 0.0190% 0.0069% 0.0149% 0.0036% 0.0017% 0.0036% 0.0000%
6．中国 0.0023% 0.0055% 0.0176% 0.0101% 0.0158% 0.0079% 0.0022% 0.0054% -0.0002%
7．四国 0.0028% 0.0065% 0.0180% 0.0110% 0.0169% 0.0072% 0.0030% 0.0064% -0.0002%
8．九州 0.0026% 0.0063% 0.0157% 0.0106% 0.0157% 0.0062% 0.0027% 0.0033% 0.0001%
9．沖縄 0.0042% 0.0107% 0.0256% 0.0173% 0.0222% 0.0106% 0.0052% 0.0080% -0.0199%
全体 0.0019% 0.0046% 0.0179% 0.0078% 0.0098% 0.0045% 0.0021% 0.0045% -0.0001%   34
全地域間輸送費1%低下させた場合の、各モデルにおける地域別効用増加率の比較（図3-4）
model-1＝1.0
北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全地域
model-2 0.76 0.75 0.70 0.69 0.71 0.71 0.74 0.75 0.80 0.73
model-3 0.84 0.93 0.96 0.95 0.96 0.86 0.87 0.89 0.83 0.90
model-4 0.59 0.68 0.65 0.65 0.66 0.57 0.60 0.63 0.62 0.62
各地域と他地域間の輸送費を1％低下させた場合の、各モデルにおける全地域効用増加率の比較（図3-9）
model-1＝1.0
北海道と他東北と他 関東と他 中部と他 近畿と他 中国と他 四国と他 九州と他 沖縄と他
model-2 0.71 0.72 0.71 0.71 0.71 0.72 0.71 0.71 0.71
model-3 0.88 0.96 0.93 0.97 0.95 0.93 0.91 0.89 1.49
model-4 0.60 0.66 0.64 0.66 0.65 0.64 0.63 0.61 0.86
 